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市
で
は
、
平
成
18
年
３
月
に
策
定
し
た
「
鹿
屋
市
行
政
経
営

改
革
大
綱
」
の
「
自
主
性
・
自
立
性
の
高
い
財
政
運
営
の
確
保
」

に
基
づ
き
、
歳
入
に
見
合
っ
た
歳
出
の
財
政
運
営
を
基
本
と

す
る
『
鹿
屋
市
財
政
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
』
を
策
定
し
ま
し
た
。

　

こ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
鹿
屋
市
の
財
政
改
革
に
関
す
る
方

策
を
数
値
目
標
を
交
え
な
が
ら
具
体
化
し
た
も
の
で
、
市
の

財
政
運
営
の
方
向
性
を
定
め
た
も
の
で
す
。
こ
の
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
実
施
に
当
た
り
、
数
値
目
標
達
成
に
向
け
一
丸
と
な
っ

て
財
政
改
革
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
の
で
、
市
民
の
皆

様
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。 

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
の
背

景
及
び
目
的

　

国
か
ら
地
方
へ
の
権
限
委
譲
な

ど
、
地
方
分
権
が
加
速
度
的
に
推

進
さ
れ
る
と
と
も
に
、
国
庫
補
助

負
担
金
の
廃
止
・
削
減
や
税
財
源

の
移
譲
、
地
方
交
付
税
制
度
の
見

直
し
を
一
体
的
に
行
う
三
位
一
体

改
革
が
強
力
に
推
進
さ
れ
、
結
果

と
し
て
、
地
方
の
一
般
財
源
総
額

が
大
幅
に
減
少
し
て
き
て
お
り
、

地
方
を
取
り
巻
く
財
政
環
境
が
大

き
く
変
化
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
合
併
後
は
じ
め
て
の
実

質
的
な
予
算
編
成
と
な
っ
た
平
成

19
年
度
の
作
業
に
お
い
て
、
旧
市

町
間
の
整
備
状
況
等
の
格
差
が
あ

き
ら
か
に
な
っ
た
こ
と
に
よ
り
、

新
市
の
一
体
性
の
速
や
か
な
確
保

と
、
均
衡
あ
る
発
展
を
推
進
す
る

た
め
、
今
後
の
財
政
需
要
が
増
大

す
る
こ
と
が
予
測
さ
れ
ま
す
。

　

今
後
の
市
政
運
営
を
円
滑
、
か

つ
効
率
的
に
行
う
た
め
に
は
、
持

続
可
能
な
健
全
財
政
を
確
立
し
て

い
く
必
要
が
あ
り
、
財
政
の
健
全

化
を
図
る
こ
と
が
重
要
な
責
務
で

あ
り
ま
す
。

市
の
財
政
状
況

　

合
併
後
の
市
の
財
政
は
、
合
併

前
の
各
市
町
と
同
様
に
自
主
財
源

に
乏
し
く
、
国
・
県
支
出
金
や
地

方
交
付
税
な
ど
の
財
源
に
依
存
す

る
割
合
が
高
い
歳
入
構
造
に
な
っ

鹿屋市行政経営改革大綱に基づく実施計画書

鹿屋市財政改革 
プログラムを策定

行財政改革に市民の意見を反映させるために設置された行革推進委員会


